2008年2月15日

福岡高等裁判所　御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　湯布院町防災無線談合損害賠償等住民訴訟
　　　　　　　　　　　原　告　　谷　　千　鶴
文中、ページ数に断りのないものは沖電気最終準備書面です
沖電気および由布市の最終準備書面に対する意見
大谷さんのときと同様、竹内さんの証言は沖電気の主張と受け止めて、≪１≫から≪４≫を指摘し、補足する意見を述べます。≪５≫は、由布市の書面への意見です。
≪1≫ 沖電気は「談合」という本題に入りたくない
沖電気最終準備書面の「本案前の……」は、原告にはちんぷんかんぷんです。地裁判決は「湯布院町の防災無線工事の入札という一つの事実に関することだから、どの法律が適用になるかとか、審理の中で追加変更があっても構わない」というごく常識的なことをおっしゃっていると原告は理解しました。高裁でも同様の判断を明確に示していただけるものと思っています。
監査結果は、談合は認めたものの、損害額を自ら算定せず、措置の期限を定めませんでした。こんな、町に下駄を預けたような勧告では、町が原告の請求を踏まえて措置するとはとても思えませんでした。結果論に過ぎませんが、あわてて談合の“疑い”を通報し、「棄却を求める」と答弁し、提訴から１年もたって検討記録を提出するくらいですから、私の予感はあたっていました。
監査委員に措置の期限について確認しても「定めない」。となれば、監査結果を理由とする期限が先です。だから、4月28日に提訴しました。

訴状は、監査結果を理由にしていると読めませんか？　代理人弁護士の文章力のせい？？　原告は、なんとか談合という本論に入らずに済むよう沖電気が難癖をつけているだけのように感じます。
≪2≫ 業界の暗黙のルールに従い、天の声を得た沖電気が特定される設計書が作られた
設計書が沖電気仕様だったのですが、湯布院町はそのことを知りませんでした。湯布院町が望んだ機能が沖電気製にしかなかったからではなく、沖電気が落札できるよう、電気興業が配慮してわざわざ沖仕様の設計書が作られたのです。それも、「裏工作」というやり方で。
「湯布院町に適したものを選んで……」（Ｐ14）には主語がありません。選んだのは誰ですか？　天の声の主でしょう？

「沖仕様だったから、他社はあきらめざるを得なかったのであり……」は、もともと電気通信業界にそういうルール（何らかの合意や了解）が成立していて、指名された各社が同一行動に出た結果です。
≪3≫ 湯布院町は、市場価格とかけ離れた設計価格と競争性を骨抜きにされた入札で、不利益を被った
設計価格は、業界の見積りをもとに計算されます。建設業のように一つ一つの材料や人件費が国の基準で決められているわけではありません。防災無線システムの「標準価格」（メーカー希望販売価格）は、「いくらなら、事業が維持できるか」という決められ方をしているそうです。（竹内さん調書　P41～43）「標準価格」はいわば「メーカーの言い値」です。「裏の営業」「汗かき」のような営業活動が前提の事業を維持するために「標準価格」が決められているとしたら、とんでもないことです。

競争性を考慮していない「標準価格」をもとに予定価格が決められているからこそ、競争入札で市場価格に近づける必要があります。（地方自治法第２条13項、第234条１～3項）

沖電気によると、電気興業が作った設計書では、沖電気しか落札できる業者がないそうです。このことだけですでに「市場において有効な競争が行なわれないような状態」です。それでも競争を仕掛けてくる可能性がゼロではない業者がいたらしく、指名から外させる工作までしました。しかも他の指名業者と入札価格の連絡を取り合い、事前に予定価格情報を入手して、予定価格にめいっぱい近い額で落札しました。こんな不正だらけの入札ですから、町が損害・不利益を被ったことは明白です。
≪4≫ 　防災無線業界の見積と暗黙のルールは、カルテルそのもの
補助参加人が提出した丙第1号証の冒頭では(P4)｢不当な取引制限｣(カルテル)について以下のように説明され、入札談合もそのひとつだと言っています。

1 事業者がお互いに連絡を取り合って
2 本来個々の事業者がそれぞれ自主的に判断して決めるべき事項（価格、数量、受注予定者など）を共同して決定し
3 市場において有効な競争が行なわれないような状態をもたらす
なお、｢共同して決定し｣というのは、事業者間に何らかの合意や了解が成立し、それに皆が従うものと思ってそれぞれ同一行動に出ることをいいます。したがって、制裁の伴わない紳士協定はもちろん、明白な協定という形をとらない口頭の約束や暗黙の了解でもカルテルに該当します。
地裁・高裁で、沖電気は談合してないと主張してきました。しかし湯布院町での事業計画段階からの調査・設計を含めたできごとは、まさにこの説明に該当すると原告は考えます。
防衛省が、通信においても長年談合が行われてきたと認めています。防衛補助事業が無関係とは考えにくいです。湯布院町の補助事業は起訴には至りませんでしたが、大分県警での取調べで談合は明らかです。
ところで、湯布院町で行われた設計価格の決め方は、防衛補助事業だけでなく、一般の防災行政無線、警察・消防無線も同様と思われます。
業界主要メーカーがこのような決め方を承知で、あらかじめ高目の標準価格を｢共同して決定｣して各自治体に見積書を提出しているとしたら、指名後の落札だけでなく、商品価格でもカルテルがあるといえます。　
≪5≫ 町（＝住民）が被った損害・不利益は、競争のもとでの「市場価格」を上回る分
由布市は「電気が談合してないと言ってるから賠償請求できない」と言いますが、沖電気がなんと言おうと、市が主体的に考えて請求すればいいことです。沖電気が素直に支払うかどうかはその先の話。市長は、地裁の判断に従うとおっしゃったんですけどね。
P４の３の②。

「競争入札の場合の落札価格が平均で予定価格の約80％になる」というのは間違っています。正しくは、「入札改革に積極的に取り組んでいる自治体の落札価格が平均で……」です。積極的に入札改革しても、談合があって落札率が高い入札もあります。競争があった低い落札率の入札とあわせた平均が80％なのです。だから「競争があった場合の入札の落札価格」を言っているなら「予定価格の約80％以下」が正確です。

今、由布市の入札は、どうなっていますか？（今は、予定価格を事前公表して最低制限価格を設けているので、湯布院の当時の入札とは違います）　たいていは落札率が高いのですが、時々、話し合いがつかなくなるみたいで、最低制限価格と１円単位までぴったり同額を数社が入れ、抽選で落札者を決めていますね。　最低制限価格が約85％なんてのも結構あるので、今の由布市では比較できる数字は計算できません。ちなみに、各務原市の制限価格は、なんと50％です。

P５の３の④。

沖電気の入札価格が町の予定価格を下回っているから「損害はないのではないかと考えられる」というのは、地方自治法を全く無視した見解です。そんなこと言ってたら、全ての談合が自治体・住民に損害を与えていないことになりませんか！！！　
予定価格はあくまでも「定価」「販売希望価格」に過ぎません。「公正・透明な競争のもとでの市場価格で契約すること。そのため一般競争入札をすること」というのが法の趣旨です。だから、談合を容易にしやすい指名競争入札は例外扱いになっているのです。
「市場において有効な競争が行なわれないような状態」での落札価格と「市場価格」との差額が、町（＝住民）が被った損害・不利益なのです。
どうか、勘違いのないように願います。沖電気さんも同じようなこと言ってましたね。
沖電気は「談合」を隠そうと苦労している
地裁あての意見で何点か沖電気に質問し、昨年５月に主な点を再度質問しましたが、結局回答はありませんでした。答えたらやぶへびになるから、株主総会と同じようにだんまりを決め込んでいるに違いありません。
昨年の沖電気株主総会でも、株主の田中さんが「職場の人権侵害と談合について、どのような調査をした上で『ない』と言っているのか。」と前年と同じ質問をしましたが、社長は「両方とも目的事項ではございません」と、またも答えませんでした。議事録Ｐ４の「事前の質問状への回答」には「大分県湯布院町の防災無線工事の件」と何のことか分からないよう書かれているだけだそうです。
「沖電気は社員教育が行き届いていて談合はやっていない、供述調書は大分県警のでっち上げだ」と言うなら、こんな対応する必要はないはずです。大分県警や防衛省、経団連には抗議してくれたのでしょうか？
「湯布院の防災無線工事を沖電気が落札するまでのシナリオ」（改訂）
在沖海兵隊の演習移転の話が出たH7・8年頃（地元の衛藤代議士が防衛庁長官）から、沖電気は、町長と親しいダゴ通信とともに防災無線システム提案書を出すなど、町に営業攻勢していました。H10年に実施が決まり、２回目の電波実験をダゴ通信が受託しましたが、実際に調査し報告書を書いたのは電気興業でした。町は、ダゴの紹介で電気興業に概算見積の協力を求めます。３回目の実験は電気興業でしたが、沖電気が関与していました。Ｈ11年の秋、沖電気はダゴ通信に「談合で一番強い条件である発注者の意向取付という裏工作」の依頼をしました。

東芝も日立国際電子も、電気興業にアタックしましたが門前払いでした。沖電気の「電気興業に対する営業が成功」し、Ｈ12年９月には沖電気を指定した仕様書ができあがり、沖電気の「標準価格」による見積書が電気興業に提出されました。（丙17号証、右上に9/21の記載）知らないのは、町長や役場職員だけでした。

10月５日、町は沖電気を含む4社に見積を依頼し、設計価格が積算されました（沖電気から町に出された見積書には9/21の記載はない）　同じ頃（指名の２ヵ月ほど前）、助役が衛藤代議士の秘書から「沖電気に決まりましたか」と尋ねられました。その後、「沖電気が戸別無線機を設置する下請業者を探している」という情報が町に入りました。でも町は「本当に不正が行われているなら指名からはずしたりしなければいけないが、防衛庁の耳に入って補助金交付が遅れたら困る」と調査しませんでした。沖電気は危ういところで首がつながりました。指名の1ヵ月ほど前のことです。

業界の暗黙のルールが働くなら、湯布院の工事を落札するのは沖電気に決定です。しかし沖電気には、今回、①松下電器（ＮＥＣも？）が熱心に営業していて業界ルールに従わず競争してくる可能性がある②自社が指名されないかもしれない、という不安要因がありました。そこで、町長に指名業者の工作を依頼し、これも成功しました。
あとは、いかに予定価格に近い額で落札して利益を大きくするか、です。電気興業から設計価格をききだせば予定価格の見当がつきます。他の指名業者に電話して、自社の落札を確認し入札額を打ち合わせます。湯布院町は予定価格を事前公表していないので、入札額が予定価格を上回ってしまったときの複数回入札の打ち合わせも必要です。大谷さんは入札直前、町長と親しいダゴ通信から情報を得て、入札価格をより確かなものにしました。
こうして、沖電気は、湯布院町の工事を予定価格の97％以上もの額で落札することができたのです。

設計段階からの暗黙のルール（＝カルテル）という意味でも、指名された業者間の連絡の意味でも、「市場において有効な競争が行われないような状態（＝談合）」があったことは間違いありません。
設計会社の役目は、暗黙のルールのお手伝い？
防災無線工事は「システムを構成する製品の購入が主要な契約内容」（P8）で「各社が在庫として保有している標準機の中から湯布院町に適したものを選んで購入する性質のもの」（P14）だそうです。

自治体は設計をコンサルに委託します。専門知識が必要なため、設計に自治体側からあれこれ手を加えることは稀で、コンサルの設計がそのまま自治体の仕様になります。（甲17号証　職員の話）

そもそも、防災無線は「一般市民の生命・身体の安全に関わる重大な」ものなので「安全性能の確保が重大」なのはあたりまえ（P21）。だから沖電気の言うとおり「一般的には法律で仕様が定められている」のです（P16）。法律で定められている安全性能の確保ができる程度の設計書にすれば、より多くの業者が参加でき、競争性を担保しやすくなります。

基本的な仕様が法律で定められているなら、Ａ社のテレビとＢ社のプレーヤーとＣ社のチューナーというように、違うメーカーの機器を組み合わせることは決して不可能・非効率ではないはずです。そのために、専門の設計業者の存在意義があるのではありませんか？ わざわざ高い委託費を払って、選択呼出数のような基本構造と直接関わらない各社の個性とでもいう部分まで詳細に仕様を定めることが、自治体にとって必要なことだとは思えません。当時の役場職員の認識は常識そのものです。（職員の話）　そりゃあ、同じメーカーのものに統一するほうが何かと便利なのは事実でしょうけど。
丙13号証と乙6号証とをつきあわせると「個別呼出1200」だけで沖電気が特定されます。「システム全体で品質保証している」「既存の仕様から選ぶ……」というのなら、個別受信機をもちだすまでもなく、Ｈ12年9月の時点で沖電気が落札することが決まっていたことになります。

沖電気は、自社しか対応できない理由として「記録はＭＯ、メモリーボタン30以上、個別呼出1200以上、グループ呼出128以上、乾電池の外部アダプターを使用しない戸別受信機」の条件を示していますが、これは湯布院町が必要としたうえで決められた内容ではありません。（職員の話）

湯布院町では、メモリーボタンは18個、個別呼出は160個、グループ呼出は64個、しか使用していません。（甲18号証）入札で沖電気と競争するはずだった松下の操作卓はこの数をクリアしています。個別呼出が1200以上ならＯＫでそれ以下は駄目というような客観的事情はありません。

電気興業は電波調査段階から沖電気に汗をかいてもらっていました。天の声の主は、西日本最大の演習場の地元代議士で、もと防衛庁長官。防衛の受注が多い電気興業が町に内緒で沖仕様の設計をしたのは必然のなりゆきです。これで暗黙のルールが働き易くなりました。
Ｐ26。「『本件工事の特殊性』『本件工事の発注の内容』からして、……沖電気以外の業者は事実上落札を断念せざるを得なかった」というのは、≪４≫のカルテル（談合）そのものです。

湯布院の落札で回収された限界利益は裏工作費用を含んでいる
　　　
業界では、自治体の設計がメーカーを特定する内容でなく、落札を希望する業者が複数あって話し合いができなかった場合、競争原理が働くこともあるそうです。（甲９号証　富士通　小山さん、他）
このとき初めて、落札価格が「一般的な市場価格」に近づくことになります。
「一般的な市場価格」は、
製造・工事原価　＋　裏工作のない本来の営業経費　＋　事務・管理費　＋　適正利益
と理解します。（07年5月の意見）

原告が採用した、競争があった場合の落札率は80％。明らかに競争原理が働いたとみられる呉市、各務原市の落札率は、68％（失格基準あり）、55％（調査基準価格あり）でした。同じ防衛補助事業なので予定価格の決め方は湯布院町と同じという前提で、競争があれば市場価格はここまで下がる、という事例です。もちろん、ただ安ければいいとは思っていないことは、繰り返し述べてきたとおりです。

※　各務原市の落札率は、消費税の計算を間違っていましたので、訂正します。
大谷さんによると、沖電気が入札可能としているのは「原価＋10％」。湯布院では予定価格の約65％にあたります。呉市はこれをわずかに上回ります。各務原市は大きく割り込んでいますが、それでも沖電気は札を入れました。これは入札判定委員会で決定した額ですよね？

竹内さんは、前述のようなケースと湯布院のようなケースと、トータルとして「かかった費用を回収できるかどうか」で限界利益を考慮すればいい、といっています。（証人調書P35）

では、限界利益に含まれる「かかった費用」とは何でしょう？
業界ルールにのっとってチャンピオンになるための「営業支援費」（＝裏工作の経費）は、湯布院の場合、わかっているだけで（1500＋4800＋税）万円です。

営業支援費が賄賂を含むことは業界の共通認識です。だから、沖電気は、標準価格と製造原価の差額を企業秘密だと言って説明を逃れているのです。こんな営業支援費を含む限界利益が正当な粗利だとは、住民は決して認めることはできません。
「汗かき」の費用は、外部への成功報酬ではないし、メーカーどうしでの営業競争の意味合いもあるので、裏工作に含めるのは適切ではないかもしれません。でも、汗かきの経費が限界利益を肥大化させ、設計委託料と二重払いになっている可能性が高いのですから、住民にとっては、不法とまでいえなくても不当な支払と言えます。
提訴後に気がついたことですが、Ｈ10年の調査は、ダゴ通信が受注し電気興業に外注しています。（原告が由布市に情報公開請求してわかった）　同年、沖電気が電波実験を無償で行っているらしいので、電気興業がダゴから請け負った調査を沖電気が肩代わりしたと考えられます。Ｈ11年は電気興業が町から直接に電波実験を委託されていますが、これも沖電気が肩代わり？　適正な外注でないなら、電気興業は調査委託料（＝税金）を丸儲けしていたことになるのでは？？

防災無線業界のカルテルは、落札者決定だけでなく、価格協定もあるらしい
自治体は業者見積（標準価格）を参考に予算を立てています。標準価格は「これまでの実績をふまえて、大体この価格帯なら自治体が事業化してくれるであろう金額」ということですが、知識のない自治体職員は、メーカーに「これだけかかる」と言われれば従うしかありません。それが高いのか安いのか想像もつきません。湯布院町が設計価格を決めるために４社に依頼した見積では、機器ごとに多少の凸凹はあるものの総額はほぼ同じ。沖電気の原価見積仕様書の倍以上でした。これは価格協定のひとつでしょう。
だから、競争入札を行って市場価格に近い額で契約する必要があるのですが、これまで散々述べてきた業界の「暗黙のルール」のおかげで入札は骨抜きにされ、原価に対して割高な落札が続いているのです。
公正な競争原理が働かない限り、業界ルール（カルテル）に基づく高い落札率が「実績」となって周辺自治体に広がっていきます。設計業界ともども防災無線業界は儲かり、裏の営業で利権に群がる者がはびこります。自治体、つまり納税者である国民・住民は、競争があれば払わなくて済んだ税金を払い続けなければなりません。こんなばかばかしいことはありません。
新規設置工事のあとの、更新工事・端末購入・維持保守においては、既契約メーカーが優位に立っていますが、これもカルテルによるものがずいぶんあることでしょう。
運用開始後の維持・保守は、メーカーに相見積をとったところで、暗黙の業界ルールがあって結果は決まっています。原告の思いつきですが、県内に本支店のある通信工事会社で一般競争入札して委託し、複雑な修理が必要な時はメーカーに別途発注すれば、延べ10人弱の定期点検に毎年230万円なんて税金を沖電気子会社に払わなくて済むはずです。

談合をなくすのは、自治体・首長の決断ひとつ
この悪循環を断ち切るのは簡単。自治体が各社応札可能な仕様書を作るよう設計会社に指示すればいいだけです。特定のメーカー指定につながるような特別な機能がないと困る自治体はそうそうはないでしょう。
防災行政無線だけでなく、消防や警察の無線もきっと同様。呉市の担当者が得たような情報を、総務省などがもっと積極的に自治体に周知し、どのメーカーも（少なくとも大手８社の半数以上）対応できる仕様の事業でないと補助金を出さないとか通知を出すだけで、相当の税金が無駄に使われずに済むことになります。
なお、自治体が指名をやめて一般競争入札をしてみたところで、仕様書が特定のメーカー対応なら、事態は何も変わりません。落札できないとわかっている入札に参加しなくてよくなるメーカーは「落札しないよう腐心」しないですむので嬉しいでしょう。
自治体がどのメーカーも対応可能な仕様書を作るようになれば、メーカーにとっては汗かきも営業支援費も必要がなくなる経費。困るのは、裏の営業で私腹を肥やしている人たちだけです。

以下は、P36～（贈収賄事件の乙40号）、公共営業部門の責任者である有永さんのお話。

3000万円以上の工事でも、自社がチャンピオンになって談合ができている場合には、有永さんか竹内さんに入札金額の連絡があって入札判定会議にもちこまれないこともあるそうです。有永さんは「湯布院の工事で入札判定会議が開かれたかどうかはっきりしないが、自分が出席した記憶はない」と言っています。

「強気でいけるかどうか」で上乗せする利益が違うそうです。「強気でいけるかどうか」とは、しのぎを削る競争相手がいるかどうか。竹内さんの「（ひとつひとつの入札毎にでなく）トータルとして、かかった費用が回収できるかどうか……」に通じます。（P35）つまり、競争相手がいるけど取りたい工事では費用を回収できないが、その分は、自社仕様でチャンピオンになった工事で回収し利益もあげる、ということでしょう？　それを保障するのが業界の暗黙のルールです。

業界の賄賂を含む裏工作や談合が違法であることはいうまでもないことですが、「公正・透明な一般競争入札で、効率的な住民サービスを」という地方自治法の趣旨が実現できていないことに関して、行政が不勉強・不作為であることがいっそう拍車をかけていることを、この住民訴訟を機に市長・職員が認識し本来の行政事務を執行していただきたいものです。

もしも、松下が指名されていたら
もし、指名はずし工作がかなわず松下が入札に参加していたら、沖電気は、①確実に落札できるよう入札額を下げる、②松下があきらめると賭けて当初の予定通り札を入れる、という選択を迫られます。
もしも松下が落札した場合、松下の対応は、③受信機を富士通か沖電気から仕入れ、④沖電気からシステムまるごと仕入れ、⑤沖電気に工事も一括して下請け発注、⑥できる限り自社製品を改造、などが考えられます。
④か⑤なら、湯布院町の庁舎に沖電気の製品が設置され視察者の目にとまります。沖電気の利益は減りますが6300万円余の営業支援費の大部分を払わなくて済むんですから、悪い話ではないと思います。

こんな事例があります。境港市の防災無線は松下です。（甲19号証）更新工事の入札で、1期は日本無線、２期は松下が落札しました。不思議に思って担当職員に尋ねると、「1期の入札は松下が指名停止中で、日本無線が納品したのは松下製品」とのこと。湯布院でもし松下が指名されていたら……は、あり得ない空想ではないでしょう。

あるいは、工程表（甲20号証）に契約後すぐ「仕様打ち合わせ」とありますから、③⑥なら、呼出数など仕様変更を町に願い出ることもありなのでは？　一宮市が富士通を指名停止した記事ですが（丙12号証）、「仕様が異なることがわかって……改善を求めたが協議がまとまらず……」とあります。仕様が異なるからと即契約違反になるわけではなさそうです。お互いが協議して歩み寄れるなら契約解除には至らなかったわけです。

防衛省（調整交付金係）に問い合わせたところ、以下のようなお話でした。
　　　「一般的に、防衛補助で自治体が行う事業で、契約後に当初の設計を変更して施工することについては、合理的な後発的事由があって金額変更が多額でなければ、基本的に発注自治体の判断による。」
仕様変更の協議になれば、町は、設計書の中身を詳しく検討したでしょうし、沖電気が指名前から下請け業者をさがしていたという噂も思い出したでしょう。松下が落札＝契約金額が少なくて済む＝町も防衛施設庁も支払いが少なくて済む＝税金の節約、ということです。町にとって、松下の機器では駄目で沖電気の機器でなければならない、という客観的事情はないはずです。
ところで、「改造・開発しても3月末の納期に間に合わないから、他社は落札できなかった」という沖電気の主張ですが、最終的に竣工予定日までに完成できればそれでよく、年度末に納品できないからというだけで契約が解除されることはないそうです。（職員の話）

こうしたことは公共工事発注ではありがちなことだそうで、当然、沖電気も松下電器も承知していたでしょう。納期を沖電気落札の主な理由のひとつにするのは、根拠に乏しいことになります。
　　　　　　※　工程表（甲20号証）の「子局設備」は屋外拡声器のことでした。各戸への設置作業は工程表に示されていません。
繰り返しになりますが、沖電気の主張なら、心配事は「東芝が沖電気を排除しようとしている」ことだけのはず。沖電気仕様の設計であっても松下・ＮＥＣの指名はずし工作をしたのは、そこそこの確率で「松下が落札する可能性があった」からでないと説明がつきません。
ダゴ通信の稟議書より、口座記録のほうが信用できる
沖電気の丙第16号証、特別支払稟議書は、ダゴ通信への（2000万円＋税）が現地調査の費用であることの説明として提出されましたが、原告は、大谷さんが最初の2000万円の稟議書も破棄したと考えています。家宅捜索でインフォメーションネット九州の稟議書（21号証）が見つかったのだから、ダゴの稟議書も見つかったはずで、裏工作を依頼したことの裏づけとして添付されていると考えるのが自然です。

沖電気では、特別支払い稟議書の書式は営業のパソコンに入っていて、必ず文書番号を取るようになっているそうです（甲8号証の2、Ｐ18）。

インフォメーションネット九州の稟議書は「2001年8月21日付け、０１ＸＱ２－００３号」。稟申簿（甲21号証のＰ33）の左上余白の「０１ＸＱ２－」および「８月２１日、№００３」と一致します。一方、ダゴ通信の稟議書は、2001年１月19日付けとあるだけで番号がありません。稟申簿には対応する日付の記載がありません。それに、ダゴとインフォメーションネットとでは申請部門名や役職名が異なっています。「支払い条件は別紙添付覚書参照」とあるので、覚書も同時に証拠として出されてもいいのでは？　

沖電気は現地調査費などだと主張していますが、「実験費」とか「現地調査費」ではなく「販売手数料」となっています。2002年4月のアポロでは具体的に「実験費遅延支払い」と記載があります。

以上のような理由から、この証拠は疑わしいと思っています。もちろん、あとの2800万円を払っていないという証拠にはなりません。

沖電気では、支払いは全て口座を通し、何らかの支払い記録が残るそうです。（竹内さん　P19～21）

H15年の逮捕の直後、ダゴ通信に払った営業支援費の稟議書を破棄したり稟申簿を書き変えたりはできますが、口座の記録は消せません。県警が、沖電気からダゴへの支払いを口座の記録でつかんでいたから、取調べで大谷さんに聞いたと考えられます。大谷さんが聞かれもしないのにしゃべるはずないでしょう？　大谷さんは、調書で支払いの事実を認めています。

なお、稟申簿の2001年3月5日と2002年4月5日に自治体名のないダゴ通信の分があります。

余談ですが、2002年7月10日「阿久根市販売手数料覚書（ダゴ）稟申」とあります。阿久根市の入札は同年8月9日。販売手数料は落札・契約後、それも前渡金入金など以降に支払われるはずなのに、入札の１ヵ月も前に伺いが出たのはなぜ？

稟申簿の「アポロ」は、01年６月に阿久根市の実施設計を45.2％で落札したコンサルです。沖電気が協力（実務の肩代わりなど）していたので、ダンピングとも言える金額で設計を落札できたのでしょう。あとは湯布院と同じ構図。工事は沖電気が92.4％で落札しました。議会に疑われないよう配慮したのかな。

暗黙のルールはここでも生きています。
高裁判決を前に
原告は、住民の暮らしを守る町政実現のため、市民オンブズマン会員として、地域住民のひとりとして、田中さんに提供いただいた供述調書を頼りに住民監査請求し、提訴に至りました。
あちこち調べて意見を書き、双方の弁護士の書面を読んで、大谷さんの証言を聞いて、いろんなことを学びました。福岡高裁においても、住民訴訟の理念に基づいた事実に従った判断、すなわち原判決を維持する判決が言い渡されるに違いないと確信しています。
